
  

介護老人保健施設ひばり苑  

訪問リハビリテーション及び 

介護予防訪問リハビリテーション利用約款 
 

（約款の目的） 

第１条 介護老人保健施設ひばり苑（以下「当施設」という）は、要介護状態及び要支援

状態と認定された利用者（以下「利用者」という）に対し、介護保険法令の趣旨

に従って、利用者が可能な限り自宅において、その有する能力に応じ自立した日

常生活を営むことができるように、一定の期間、訪問リハビリテーション及び介

護予防訪問リハビリテーションを提供します。一方、利用者及び利用者の身元引

受人(以下「身元引受人」という)は、当施設に対し、そのサービスに対する料金を

支払うことについて取り決めることを、本約款の目的とします。 

 

（適用期間） 

第２条 本約款は、利用者が訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテーショ

ン同意書を当施設に提出したのち、効力を有します。但し、身元引受人に変更が

あった場合は、新たに同意を得ることとします。 

２ 利用者は、前項に定める事項の他、本約款、重要事項説明書及び利用者負担説明

書の改定が行われない限り、初回利用者の同意書提出をもって、繰り返し当施設

を利用することができるものとします。 

 

（利用者からの解除） 

第３条 利用者及び身元引受人は、当施設に対し、利用中止の意思表明をすることにより、

利用者の居宅サービス計画にかかわらず、本約款に基づく利用を解除・終了する

ことができます。なお、この場合利用者及び身元引受人は、速やかに当施設及び

利用者の居宅サービス計画作成者に連絡するものとします。但し、利用者が正当

な理由なく、訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテーション実施

時間中に利用中止を申し出た場合については、原則、基本料金及びその他ご利用

いただいた費用を当施設にお支払いいただきます。 

 

（当施設からの解除） 

第４条 当施設は、利用者及び身元引受人に対し、次に掲げる場合には、本約款に基づく

訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテーションの利用を解除・終

了することができます。    

（１）利用者が要介護認定において自立と認定された場合。 

（２）利用者の居宅サービス計画が作成されている場合には、その計画で定められた当 

該利用日数を満了した場合。 

（３）利用者の病状、心身状態等が著しく悪化し、当施設での適切な訪問リハビリテー 

ション及び介護予防訪問リハビリテーションの提供を越えると判断された場合。 

（４）利用者及び身元引受人が、本約款に定める利用料金を３ヶ月以上滞納し、その支 

払いを督促したにも拘わらず３０日間以内に支払われない場合。 



  

（５）利用者又は身元引受人若しくはその家族等が当施設、当施設の職員又は他の利用 

   者等に対して、利用継続が困難となる程度の背信行為又は反社会的行為を行った 

場合。 

①利用者又は身元引受人若しくはその家族等が、当施設、当施設の職員、或いは他 

の利用者に対して故意に法令違反その他著しく常識を逸脱する行為を行った場合。 

②利用者又は身元引受人若しくはその家族等が、当施設や当施設の職員の生命、身 

 体財産、若しくは信用を傷つける恐れがあり、且つ当施設が通常の方法ではこれ 

を防止できないと判断した場合。 

（６）当施設が、利用者又は身元引受人若しくはその家族等に対し、安全なサービスの 

   提供上、やむを得ない改善を希望する旨の申し入れを行い、それにも拘らず改善 

の見込みがなく、結果として利用者に対して適切な介護サービスを提供すること 

が困難であると認めた場合。 

（７）天災、災害、その他やむを得ない理由により、訪問リハビリテーション及び介護 

   予防訪問リハビリテーションを提供することができない場合。 

 

（利用料金と身元引受人） 

第５条 利用者及び身元引受人は、連帯して、当施設に対し、本約款に基づく訪問リハビ    

    リテーションサービス及び介護予防訪問リハビリテーションの対価として、利用

料金表をもとに計算された月ごとの合計額及び交通費の合計額を支払う義務があ

ります。 

２ 当施設は、利用者及び身元引受人が指定する送付先に対し、前月料金の合計額の

請求書及び明細書を、毎月１０日までに発行送付し、利用者及び身元引受人は、

連帯して、当施設に対し、当該合計額をその月の末日までに支払うものとします。

尚、支払いの方法は窓口払い、銀行振込にて選択して頂き、双方合意した方法に

よります。 

３ 当施設は、利用者及び身元引受人から、１項に定める利用料金の支払いを受けた 

  ときは、利用者及び身元引受人又は利用者若しくは身元引受人が指定する者に対 

  して、領収書を交付します。 

４ 身元引受人は、利用者が本約款上当施設に対して負担する一切の債務を極度額 50 

  万円の範囲内で、利用者と連帯し支払う責任を負います。 

５ 利用者は次の各号を満たす身元引受人を立てます。但し、利用者が身元引受人を 

立てることができない相当の理由がある場合を除きます。 

（１）行為能力者(民法第 20条第 1項に定める者)であること。尚、身元引受人が本要件 

を満たさなくなった場合には、新たな身元引受人を立てることを求めます。但し、 

利用者が新たな身元引受人を立てることができない相当の理由がある場合を除き 

ます。 

（２）弁済をする資力を有すること。 

 

 

 

 



  

（記 録） 

第６条 当施設は、利用者の訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテーショ 

ンの提供に関する記録を作成し、その記録を利用終了後２年間は保管します。 

２ 当施設は、利用者が前項の記録の閲覧、謄写を求めた場合には、原則としてこれ 

に応じます。但し、身元引受人その他の者（利用者の代理人を含みます）に対し 

ては、利用者の承諾その他必要と認められる場合に限り、これに応じます。 

３ 利用者が身元引受人に対する閲覧、謄写に反対する意思を表示した場合、その他

利用者の利益に反する恐れがあると当施設が認める場合には、閲覧、謄写に応じ

ない場合があります。 

 

（秘密の保持及び個人情報の保護） 

第７条 当施設とその職員は、武川会個人情報保護規定に基づき知り得た、利用者又は身 

元引受人若しくはその家族等に関する個人情報を理由なく第三者に漏洩したり、 

不適切な利用は行いません。但し、次の各号についての情報提供及び利用につい 

ては、当施設は、利用者及び身元引受人から、予め同意を得た上で行うこととし 

ます。 

（１）介護保険サービス利用の為の県市町村、居宅介護支援事業者その他の介護保険事 

業者等への情報提供、あるいは、適切な在宅療養の為の医療機関等へ療養情報を 

提供すること。 

（２）介護保険サービスの質を向上する為の学会、研究会等の事例研究発表等。尚、こ 

の場合、利用者個人を特定できないように仮名等を使用する事を厳守します。前 

項に掲げる事項は、利用終了後も同様の取り扱いとします。 

（３）武川会個人情報保護規定に定める、個人情報の利用目的に則した個人情報の利用 

を行います。 

※その他個人情報の利用目的については《別紙 1》をご参照下さい。 

 

（緊急時の対応） 

第８条 当施設は、利用者に対する訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテ 

ーションの提供中、病状に急変及びその他の緊急事態が発生した場合は、速やか 

に関係医療機関に連絡し、必要な措置を講じます。 

２ その他、利用者の身元引受人及び家族、訪問リハビリテーション及び介護予防訪 

問リハビリテーションの指示医、ケアマネジャーに利用者の状況、おこなった対 

応方法について連絡、報告します。 

 

（事故発生時の対応） 

第９条 当施設は利用者に対する訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテー 

ションの提供により事故が発生した場合は、速やかに主治医に連絡し、必要な措 

置を講じます。その後、利用者の身元引受人及び家族、訪問リハビリテーション

及び介護予防訪問リハビリテーションの指示医、ケアマネジャーに連絡します。 

２ 当施設は、前記の事故の状況及び事故に際しておこなった処置について記録し、 

利用者の身元引受人及び家族又は身元引受人が指定する者及び保険者の指定する

行政機関に対して速やかに連絡します。 



  

（要望又は苦情等の申し立て） 

第１０条 利用者及び身元引受人は、当施設の提供する訪問リハビリテーション及び介護 

予防訪問リハビリテーションに対しての要望又は苦情等について、担当リハビリ 

テーションの職員に申し立てることができます。 

２ 苦情等については、最寄りの市町村苦情受付の担当課または、係に於いて苦情

を受け付けるほか、各地域にあります国民健康保険団体連合会でも、随時受け付

けております。 

 

（賠償責任） 

第１１条 訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテーションの提供に伴って 

当施設の責に帰すべき事由によって、利用者が被害を被った場合、当施設は、 

利用者に対して、損害を賠償する責任を負います。 

２ 前項規定の賠償に相当する可能性がある場合は、事実内容の確認のため、利用

者又は身元引受人の方に調査等の手続きにご協力いただく場合があります。 

３ 利用者の責に帰すべき事由によって、当施設が損害を被った場合、利用者及び

身元引受人は、連帯して当施設に対してその損害を賠償する責任を負います。 

 

（利用契約に定めない事項） 

第１２条 この約款に定められていない事項は、介護保険法令その他諸法令に定めるとこ 

ろにより、利用者又は身元引受人と当施設が誠意をもって協議して定めること 

とします。 

 

 

（付 則） 

第１３条 本約款の改定は、理事会の承認を経て行われます。  

 

 

平成２６年１２月１日  施行 

平成２７年 ４月１日  改定 

平成３０年 ４月１日  改定 

令和 ２年 ４月１日  改定 

 

以上 

                               

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



  

重要事項説明書  

（令和８年４月１日現在） 

 

１ 施設の概要 

（１）施設の名称等 

   施 設 名 ： 医療法人武川会 介護老人保健施設ひばり苑 

訪問リハビリテーション事業所 

   開 設 年 月 日 ： 平成２６年１２月１日 

   所 在 地 ： 山梨県中巨摩郡昭和町飯喰１２７７ 

   電 話 ・ Ｆ Ａ Ｘ ： ＴＥＬ ０５５－２７５－９５１１ 

ＦＡＸ ０５５－２７５－９５１２ 

   管 理 者 名 ： 武川 悟 

   介護保険指定番号： 介護老人保健施設（１９５０８８００２９号） 
 

（２）訪問リハビリテーションの目的 

 ① 介護老人保健施設ひばり苑訪問リハビリテーション（以下「当事業所」）では、居

宅サービス計画書並びに訪問リハビリテーション及び介護予防訪問リハビリテー

ション計画に基づいて、理学療法、作業療法、言語療法及びその他必要なリハビリ

テーションを行い、利用者の心身の機能維持回復をはかり、自立した日常生活を営

むことができるように生活機能の維持又は向上を目指し、利用者が１日でも長く居

宅での生活を維持できるよう在宅ケアの支援に努めます。   
 ② 当事業所は、常に利用者の意思及び人格を尊重し利用者の立場に立ったサービスの

提供に努めるものとし、自傷他害の恐れがある等緊急やむを得ない場合以外、原則

として利用者に対し身体拘束を行いません。  
 ③ 当事業所は、利用者の要介護状態（介護予防にあっては要支援状態）の軽減若しく

は悪化の防止又は要介護状態となることの予防に資するよう、その目標を設定し、

計画的なリハビリテーションを提供します。  
 ④ 当事業所は、関係居宅介護支援事業者、地域包括支援センターその他保健医療福祉

サービス提供者及び利用者の所在する市町村と綿密な連携に図り、利用者が地域に

おいて総合的サービス提供を受けることができるよう努めます。   
 ⑤ 当事業所は、利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、必要な体制の整備を行う

とともに、従業者に対し、研修を実施する等の措置を講じます。  
 ⑥ 訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリテーション）の提供にあたっては、

介護保険法第118条の2第１項に規定する介護保険等関連情報その他必要な情報を

活用し、適切かつ有効に行うよう努めます。  
 ⑦ 訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリテーション）のサービス提供にあ

たっては、懇切丁寧を旨とし、利用者又はその家族に対して提供上必要な事項につ

いて、理解しやすいように指導又は説明を行うとともに利用者の同意を得て実施す

るよう努めます。  
 ⑧ 利用者の個人情報の保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイドラインに

則り、当事業所の個人情報保護規定に基づき、当事業所が知り得た利用者の個人情

報等については、当事業所での訪問リハビリテーションサービス及び介護予防訪問

リハビリテーションの提供にかかる以外の利用は原則的に行わないものとし、外部

への情報提供については、必要に応じて利用者又はその代理人の了解を得るものと

します。 

  

 



  

⑨ 当事業所では、利用者の抱える生活問題を心身、活動、参加の生活機能を重視して、

包括的にとらえ、各専門職種と連携をはかり、チームによる生活支援を行うよう努

め、利用者が地域で役割をもって、社会参加ができるよう支援します。  
 ⑩ 訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリテーション）の提供の終了に際し

ては、利用者又はその家族に対して適切な指導を行うとともに、主治医及び居宅介

護支援事業者へ情報の提供を行います。 
 

（３）事業所の職員体制 

職      種 常   勤 
 

業 務 内 容 

管 理 者 
１名 

（武川病院と兼務） 
従業者の総括管理、指導 

医   師 

１名以上 

（管理者及び非常勤医師を

含む、武川病院と兼務） 

医療管理、医療必要性の判断 

作業療法士 

理学療法士 

言語聴覚士 

１名以上 

リハビリテーション実施計画に基づく 

リハビリテーションの実施、訪問指導、 

情報提供等 

事 務 職 員 適当数 請求事務業務、窓口の会計処理等 

 

２ サービス内容 

（１） サービス提供時間 

    サービス提供可能時間は、次のとおりとします。 

    月曜日から金曜日 午前９時００分～午後５時００分 

    土曜日、日曜日、祝日及び１２月３０日～１月３日は除きます。 
 

（２） サービス提供地域 

昭和町 全域 

甲斐市 旧竜王町、旧敷島・旧双葉町は一部 

中央市 全域 

甲府市 下石田、国母、大里、富竹、堀之内、高室、下河原町、 

徳行、宮原町、後屋町、古上条町、上条新居町 

南アルプス市 下高砂、徳永、十五所、西野、沢登、吉田、十日市場、 

江原、田島、西南湖、浅原、藤田、加賀美、寺部、鏡中条、 

下今井、上今井、下今諏訪、上八田、在家塚、下宮地、 

小笠原、桃園 

市川三郷町 旧三珠町 

※その他の地域は要相談となります。 

※通常の事業の実施地域を超えて行う事業に要する交通費は、その実費を徴収します。

尚、自動車を使用した場合の交通費は、片道１㎞毎 20円加算されます。 

 

 



  

（２） サービス内容 

 ① 訪問リハビリテーション（介護予防訪問リハビリテーション）実施計画の作成 

 ② リハビリテーションの実施 

  ⅰ．身体機能改善のためのプログラム（関節可動域運動、筋力運動、肺痰練習、呼吸

機能練習） 

  ⅱ．基本動作向上のためのプログラム（起居動作練習（寝返り・起き上がり）、座位・

立位練習、移乗動作練習、歩行練習（屋内・屋外）、車いす移動練習） 

  ⅲ．日常生活動作向上のためのプログラム（排泄・入浴・食事・更衣・整容・家事） 

  ⅳ．精神機能を向上させるためのプログラム（趣味・余暇活動） 

  ⅴ．コミュニケーション、摂食・嚥下機能向上のためのプログラム 

  ⅵ．生活環境の調整（福祉用具、介護用品、義肢装具の助言・選定、住宅改修の助言） 

  ⅶ．本人・介助者へのアドバイス（自主トレーニング指導、適切な体位変換、寝たき

りを防ぐ方法、転倒予防のためのアドバイス） 

  ⅷ. 活動・社会参加への取り組み（買い物、旅行、地域行事への参加、通所サービス

への移行） 

 

３ サービス内容に関する相談・苦情 

（１）当施設利用相談、苦情責任者 

   〇当施設利用相談窓口 

・利用相談窓口 ： 訪問リハビリテーション事業所 

リハビリテーション科科長 穂坂 恵美 

   〇苦情責任者及び苦情担当者 

    ・苦情責任者 ： 施設長 赤池 由希子 

・苦情担当者 ： リハビリテーション科科長  穂坂 恵美 

連絡先 

ＴＥＬ ０５５－２７５－９５１１  

ＦＡＸ ０５５－２７５－９５１２ 

 

（２）当施設の相談、苦情担当者のほか、下記の機関においても相談、苦情を申し出るこ

とができます。 

保険者である市町村の介護保険担当者 

           昭和町     ＴＥＬ ０５５－２７５－２１１１ 

           甲斐市     ＴＥＬ ０５５－２７６－２１１１ 

           中央市     ＴＥＬ ０５５－２７４－１１１１ 

           甲府市     ＴＥＬ ０５５－２３７－１１６１ 

           南アルプス市  ＴＥＬ ０５５－２８２－１１１１ 

           市川三郷町   ＴＥＬ ０５５－２７２－１１０１ 

山梨県国民健康保険団体連合会  ＴＥＬ  ０５５－２３３－９２０１ 



  

※上記の他、利用者の住所地を有する市町村の介護保険担当者に相談、苦情を申し 

出ることができます。 
 

※尚、当苑では第三者評価は実施しておりません。 

 

４ 留意事項 

（１）サービス提供の為に利用者の居宅において使用する水道、電気、ガス、電話等の費

用は利用者の負担となります。 
 

（２）訪問予定時間は交通事情により前後することがあります。 

（３）当事業所の基準で、体調不良と判断される場合には、サービスの提供をお断りする 

場合があります。 
 

（４）災害や感染症等の発生に伴い、利用者への安心・安全なサービスの提供が困難とな

るような事態が発生した場合には、やむを得ず、サービスの提供を中断・休止する

場合がありますことをあらかじめご了承ください。尚、急遽、中断・休止せざる得

ない事態が発生した場合には、緊急時の連絡先並びに担当居宅介護支援事業所等ま

で速やかに連絡いたします。 

（５）担当者の体調等の問題により、急遽、担当者が訪問できない場合は、できる限り代

替スタッフを調整させていただきます。また、代替スタッフの調整が困難な場合に

は、サービス提供日程等を再調整させていただく場合があります。 

（６）職員への迷惑行為やハラスメント行為は一切禁止します。安全なサービスの提供上 

改善を申し入れても改善が見込めない場合は、職員の安全のため、契約を解除させ 

ていただく場合があります。 

  〔禁止となるハラスメント行為となるもの〕 

   ・職員に対する身体的な暴力（力を使って危害を加えるような行為等） 

   ・職員に対する精神的な暴言や態度（尊厳や人格を傷つけるような言動、威圧的な言 

動や嫌がらせ行為等） 

   ・職員に対するセクシャルハラスメント（性的な言動や態度、好意的態度の要求等） 

   ・その他“カスタマーハラスメント”に該当するような行為 

 

５ 関係医療機関等 
 

当施設では、下記の医療機関に協力いただき、利用者の状態が急変した場合には、 

速やかに対応をお願いするようにしています。 
 

 ○協力医療機関 

           名称 ： 医療法人武川会 武川病院 

            住所 ： 山梨県中巨摩郡昭和町飯喰１２７７ 

 ※緊急時の連絡先 

 ・緊急の場合には、「同意書」にご記入いただいた連絡先に連絡します。 

 ・主治医がいる場合は主治医への連絡を優先し、必要に応じて救急搬送等を支援します。 
 

６ その他 

 当施設についての詳細は、パンフレットにもございますのでご確認ください。 



１　保険給付の自己負担額

訪問リハビリテーション費及び介護予防訪問リハビリテーション費   　 

以下は自己負担分です。

訪問リハビリテーション　【１割負担】 単位：円

308 （1回につき）

200 （1日につき）

240 （１週に２日を限度）

180 ／月

213 ／月

270 ／月

600 （１回を限度）

50

17 （1日につき）

6 （1回につき）

3 （1回につき）

（1月につき1回を限度）口腔連携強化加算

事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る
診療を行わなかった場合(診療未実施減算）

所定単位数から１回につき５０単位を減算

※高齢者虐待防止措置未実施、業務継続計画未策定の場合には規定された所定単位数を減算し
ます。

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

移行支援加算

介護職員等処遇改善加算
※令和８年6月1日より適用

所定単位数×15/1000

退院時共同指導加算

事業所の医師が利用者又はその家族に対して説明
し、利用者の同意を得た場合に、リハビリテーション
マネジメント加算イ・ロに加えて算定します。

利用者負担説明書

項　　　　目

訪問リハビリテーション費

要介護１～要介護５

リハビリテーションマネジメント加算  ロ

認知症短期集中リハビリテーション実施加算
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内

リハビリテーションマネジメント加算  イ

短期集中リハビリテーション実施加算
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内



１　保険給付の自己負担額

訪問リハビリテーション費及び介護予防訪問リハビリテーション費   　 

以下は自己負担分です。

利用者負担説明書

298 ／回

200 （1日につき）

600 （１回を限度）

50

-30 ／回

6 （1回につき）

3 （1回につき）

（1月につき1回を限度）

要支援１～要支援２

介護予防訪問リハビリテーション【１割負担】

介護予防訪問リハビリテーション費

項　　　　目

短期集中リハビリテーション実施加算
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内

※高齢者虐待防止措置未実施、業務継続計画未策定の場合には規定された所定単位数を減算し
ます。

口腔連携強化加算

所定単位数から１回につき５０単位を減算

退院時共同指導加算

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

【減算を行わない要件】
３月に１回以上リハビリテーション会議を行
い、リハビリテーション計画見直し、厚生労働
省へ提出し、フィードバックを活用している場
合、減算は行いません。

利用開始した日の属する月から起算して１２月を超え
た期間に介護予防訪問リハビリテーションを行った場
合

所定単位数×151000
介護職員等処遇改善加算
※令和８年6月1日より適用

１２月を超え、
要件を満たさない場合

事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る
診療を行わなかった場合(診療未実施減算）



１　保険給付の自己負担額

訪問リハビリテーション費及び介護予防訪問リハビリテーション費   　 

以下は自己負担分です。

訪問リハビリテーション　【２割負担】 単位：円

616 （1回につき）

400 （1日につき）

480 （１週に２日を限度）

360 ／月

426 ／月

540 ／月

1,200 （１回を限度）

100

34 （1日につき）

12 （1回につき）

6 （1回につき）

介護職員等処遇改善加算
※令和８年6月1日より適用

所定単位数×15/1000

※高齢者虐待防止措置未実施、業務継続計画未策定の場合には規定された所定単位数を減算し
ます。

利用者負担説明書

項　　　　目 要介護１～要介護５

認知症短期集中リハビリテーション実施加算
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内

リハビリテーションマネジメント加算  イ

訪問リハビリテーション費

短期集中リハビリテーション実施加算
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内

口腔連携強化加算 （1月につき1回を限度）

リハビリテーションマネジメント加算  ロ

事業所の医師が利用者又はその家族に対して説明
し、利用者の同意を得た場合に、リハビリテーション
マネジメント加算イ・ロに加えて算定します。

移行支援加算

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

退院時共同指導加算

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る
診療を行わなかった場合(診療未実施減算）

所定単位数から１回につき１００単位を減算



１　保険給付の自己負担額

訪問リハビリテーション費及び介護予防訪問リハビリテーション費   　 

以下は自己負担分です。

利用者負担説明書

596 ／回

400 （1日につき）

1,200 （１回を限度）

100

-60 ／回

12 （1回につき）

6 （1回につき）

介護職員等処遇改善加算
※令和８年6月1日より適用

所定単位数×15/1000

項　　　　目 要支援１～要支援２

介護予防訪問リハビリテーション【２割負担】

介護予防訪問リハビリテーション費

短期集中リハビリテーション実施加算
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内

退院時共同指導加算

口腔連携強化加算 （1月につき1回を限度）

利用開始した日の属する月から起算して
１２月を超えた期間に
介護予防訪問リハビリテーションを行った場合

１２月を超え、
要件を満たさない場合

【減算を行わない要件】
３月に１回以上リハビリテーション会議を行
い、リハビリテーション計画見直し、厚生労働
省へ提出し、フィードバックを活用している場
合、減算は行いません。

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る
診療を行わなかった場合(診療未実施減算）

所定単位数から１回につき１００単位を減算

※高齢者虐待防止措置未実施、業務継続計画未策定の場合には規定された所定単位数を減算し
ます。



１　保険給付の自己負担額

訪問リハビリテーション費及び介護予防訪問リハビリテーション費   　 

以下は自己負担分です。

訪問リハビリテーション　【３割負担】 単位：円

924 （1回につき）

600 （1日につき）

720 （１週に２日を限度）

540 ／月

639 ／月

810 ／月

1,800 （１回を限度）

150

51 （1日につき）

18 （1回につき）

9 （1回につき）

訪問リハビリテーション費

短期集中リハビリテーション実施加算
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内

利用者負担説明書

項　　　　目 要介護１～要介護５

リハビリテーションマネジメント加算  ロ

事業所の医師が利用者又はその家族に対して説明
し、利用者の同意を得た場合に、リハビリテーション
マネジメント加算イ・ロに加えて算定します。

認知症短期集中リハビリテーション実施加算
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内

リハビリテーションマネジメント加算  イ

退院時共同指導加算

口腔連携強化加算 （1月につき1回を限度）

移行支援加算

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る
診療を行わなかった場合(診療未実施減算）

所定単位数から１回につき１５０単位を減算

※高齢者虐待防止措置未実施、業務継続計画未策定の場合には規定された所定単位数を減算し
ます。

介護職員等処遇改善加算
※令和８年6月1日より適用

所定単位数×15/1000



１　保険給付の自己負担額

訪問リハビリテーション費及び介護予防訪問リハビリテーション費   　 

以下は自己負担分です。

利用者負担説明書

894 ／回

600 （1日につき）

1,800 （１回を限度）

150

-90 ／回

18 （1回につき）

9 （1回につき）

項　　　　目 要支援１～要支援２

介護予防訪問リハビリテーション【３割負担】

介護予防訪問リハビリテーション費

短期集中リハビリテーション実施加算
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内

退院時共同指導加算

口腔連携強化加算

利用開始した日の属する月から起算して
１２月を超えた期間に
介護予防訪問リハビリテーションを行った場合

１２月を超え、
要件を満たさない場合

【減算を行わない要件】
３月に１回以上リハビリテーション会議を行
い、リハビリテーション計画見直し、厚生労働
省へ提出し、フィードバックを活用している場
合、減算は行いません。

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

（1月につき1回を限度）

※高齢者虐待防止措置未実施、業務継続計画未策定の場合には規定された所定単位数を減算し
ます。

事業所の医師がリハビリテーション計画の作成に係る
診療を行わなかった場合(診療未実施減算）

所定単位数から１回につき１５０単位を減算

介護職員等処遇改善加算
※令和８年6月1日より適用

所定単位数×15/1000



２　項目説明

※下記の金額は１割負担の場合です。２割・３割負担の方は、負担割合に応じて増額となります。

項目説明

訪問リハビリテーションを行った場合、要介護状態の区分に関わらず、サー
ビスの提供回数に応じて、３０８円／回（２０分）算定されます。

退院（所）後、間もない利用者に対し、身体機能の維持回復を目的として、
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内の期間に、早期かつ集中的
に週２回以上リハビリテーションを行った場合に２００円／日が加算されま
す。

認知症であると医師が判断し、リハビリテーションによって生活機能の改善
が見込まれると判断された利用者に対して、医師又は医師の指示を受けた
理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、その退院（所）日又は訪
問開始日から３月以内の期間に、リハビリテーションを集中的に行った場合
に２４０円／日が加算されます。

リハビリテーションマネジメントの次のいずれの基準にも満たしている場合に
は、180円／月が加算されます。

[算定要件１]
（１）リハビリテーション会議を開催して、利用者の状況等を構成員と共有
し、会議内容を記録すること。
（２）リハビリテーション計画について、医師が利用者又は家族に対して説明
し、同意を得ること。
（３）３月に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、利用者の状態の変化
に応じ、リハビリテーション計画を見直すこと。
（４）理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、介護支援専門員に
対し、利用者の有する能力、自立のために必要な支援方法及び日常生活
上の留意点に関する情報提供を行うこと。
（５）以下のいずれかに該当すること。
①理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、指定居宅サービスに
該当する事業に係る従業者と利用者宅を訪問し、従業者に対し、介護の工
夫に関する指導及び日常生活上の留意点に関する助言を行うこと。
②理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が利用者の居宅を訪問
し、その家族に対し、介護の工夫に関する指導及び日常生活上の留意点
に関する助言を行うこと。
（６）上記の（１）～（５）までの内容を記録すること。
[算定要件２]
医師はリハビリテーションの実施にあたり、詳細な指示を出すこと。
[算定要件３]
医師のリハビリテーション会議への出席についてはテレビ電話を使用しても
よいこと。また、リハビリテーション計画の説明と同意については、理学療法
士、作業療法士若しくは言語聴覚士が説明してもよいこと。その場合、医師
へ報告をすること。

リハビリテーションマネジメント加算イの要件に加え、利用者毎のリハビリ
テーション計画書等の内容等の情報を国保中央会に提出し、リハビリテー
ションの提供にあたって当該情報その他リハビリテーションの適切かつ有効
な実施のために必要な情報を活用している場合、２１３円／月が加算されま
す。

リハビリテーション事業所の医師が利用者又はその家族に対して説明し、
利用者の同意を得た場合、リハビリテーションマネジメント加算イ・ロの加算
額に２７０円／月が加わり算定されます。

事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利
用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価
の結果を情報提供した場合に、１月に１回を限度として５０円／回が加算さ
れます。

病院又は診療所より退院するに当たり、通所リハビリテーション事業所の医
師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファレ
ンスに参加し、退院時共同指導を行った後、初回の通所リハビリテーション
を行った場合、１回に限り６００円／回が加算されます。

認知症短期集中リハビリテーション実施加算

リハビリテーション事業所の医師が利用
者又は家族に説明、同意を得た場合

口腔連携強化加算

退院時共同指導加算

【要介護者の場合】

リハビリテーションマネジメント加算　イ

訪問リハビリテーション費

項　　　　目

リハビリテーションマネジメント加算　ロ

短期集中リハビリテーション実施加算  



項目説明

【要介護者の場合】

項　　　　目

（１）評価対象期間中にリハビリテーションの提供を終了した日から起算して
１４日以降４４日以内に、リハビリテーション終了者に対して、電話等により、
指定通所介護等の実施状況を確認し、記録すること。

（２）リハビリテーション終了者が指定通所介護等の事業所へ移行するにあ
たり当該利用者のリハビリテーション計画書を移行先の事業所へ提出する
こと。

（１）、（２）いずれにも適合し、その他算定要件を満たしている場合、評価対
象期間の次の年度内に限り１７円／日が加算されます。

利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、
勤続年数が 7 年以上の職員が1名以上配置されている場合に６円／回（２
０分）加算されます。

利用者に直接提供する学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、勤
続年数が３年以上の職員が1名以上配置されている場合に３円／回（２０
分）加算されます。

訪問リハビリテーション事業所の医師が、リハビリテーション計画の作成に
係る診療を行わなかった場合には、例外として下記を要件として、訪問リハ
ビリテーションを提供できることとし、その場合には所定単位数から１回につ
き５０円を減算します。

[減算要件]
①利用者が訪問リハビリテーション事業所とは別の医療機関の医師による
計画的な医学管理を受けている場合であって、当該事業所の医師が計画
的な医学管理を行っている医師から、当該利用者に関する情報の提供を
受けていること。
②当該計画的な医学的管理を行っている医師が、適切な研修の修了等を
していること。
③当該情報の提供を受けた指定訪問リハビリテーションの事業所の医師
が、当該情報を踏まえて、リハビリテーション計画を作成すること。

介護従事者の賃金の改善等を実施しているものとして、県知事に届け出た
施設が利用者に対し、サービス提供を行った場合、所定単位に１．５％を乗
じた金額が加算されます。

介護職員等処遇改善加算
令和８年６月１日より適用

事業所の医師がリハビリテーション計画の
作成に係る診療を行わなかった場合
(診療時実施減算）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

移行支援加算（要介護者のみ）

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）



２　項目説明

※下記の金額は１割負担の場合です。２割・３割負担の方は、負担割合に応じて増額となります。

項目説明

介護予防訪問リハビリテーションを行った場合、要支援の区分に関わらず、
サービスの提供回数に応じて、２９８円／回（２０分）算定されます。

退院（所）後、間もない利用者に対し、身体機能の維持回復を目的として、
退院（所）日又は認定日から起算して３月以内の期間に、早期かつ集中的
に週２回以上リハビリテーションを行った場合に２００円／日が加算されま
す。

病院又は診療所より退院するに当たり、通所リハビリテーション事業所の医
師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が、退院前カンファレ
ンスに参加し、退院時共同指導を行った後、初回の通所リハビリテーション
を行った場合、１回に限り６００円／回が加算されます。

事業所の従業者が、口腔の健康状態の評価を実施した場合において、利
用者の同意を得て、歯科医療機関及び介護支援専門員に対し、当該評価
の結果を情報提供した場合に、１月に１回を限度として５０円／回が加算さ
れます。

利用を開始した日の属する月から起算して１２月を超えた期間にサービス
を提供をした場合、所定単位数から要支援１、2ともに1月につき、３０円／
月を減算します。
※但し下記基準を満たした場合、減算はいたしません。

[減算を行わない基準]

・３月に１回以上、リハビリテーション会議を開催し、リハビリテーションに関
する専門的な見地から利用者の状況等に関する情報を共有し、当該リハビ
リテーション会議の内容を記録するとともに、利用者の状態の変化に応じ、
リハビリテーション計画を見直していること。

・利用者ごとのリハビリテーション計画書等の内容等の情報を国保中央会
に提出し、リハビリテーションの提供に当たって、当該情報その他リハビリー
ションの適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。

利用者に直接提供する理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、
勤続年数が 7 年以上の職員が1名以上配置されている場合に６円／回（２
０分）加算されます。

利用者に直接提供する学療法士、作業療法士又は言語聴覚士のうち、勤
続年数が３年以上の職員が1名以上配置されている場合に３円／回（２０
分）加算されます。

【要支援者の場合】

介護予防 訪問リハビリテーション費

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）

サービス提供体制強化加算（Ⅱ）

項　　　　目

短期集中リハビリテーション実施加算

利用を開始した日の属する月から起算し
て１２月を超えた期間に介護予防訪問リ
ハビリテーションを行った場合

退院時共同指導加算

口腔連携強化加算



項目説明

【要支援者の場合】

項　　　　目

訪問リハビリテーション事業所の医師が、リハビリテーション計画の作成に
係る診療を行わなかった場合には、例外として下記を要件として、訪問リハ
ビリテーションを提供できることとし、その場合には所定単位数から１回につ
き５０円を減算します。

[減算要件]
①利用者が訪問リハビリテーション事業所とは別の医療機関の医師による
計画的な医学管理を受けている場合であって、当該事業所の医師が計画
的な医学管理を行っている医師から、当該利用者に関する情報の提供を
受けていること。
②当該計画的な医学的管理を行っている医師が、適切な研修の修了等を
していること。
③当該情報の提供を受けた指定訪問リハビリテーションの事業所の医師
が、当該情報を踏まえて、リハビリテーション計画を作成すること。

介護従事者の賃金の改善等を実施しているものとして、県知事に届け出た
施設が利用者に対し、サービス提供を行った場合、所定単位に１．５％を
乗じた金額が加算されます。

３　利用料

項目説明

通常の事業の実施地域を超えて行う訪問リハビリテーション等に要した旅
費（実費）には次の額の支払いが必要になります。

１ｋｍ毎　　　２０円加算

項　　　　目

交通費／片道

事業所の医師がリハビリテーション計画の
作成に係る診療を行わなかった場合
(診療時実施減算）

介護職員等処遇改善加算
令和８年６月１日より適用



《別紙２》 

個人情報の利用目的 
（令和 3年 4月１日現在） 

 

介護老人保健施設ひばり苑では、利用者の尊厳を守り安全に配慮する施設理念の下、 

お預かりしている個人情報について、利用目的を以下のとおり定めます。 

【利用者への介護サービスの提供に必要な利用目的】 

〔介護老人保健施設内部での利用目的〕 

・当施設が利用者等に提供する介護サービス 

・介護保険事務 

・介護サービスの利用者に係る当施設の管理運営業務のうち 

 －入退所等の管理 

 －会計・経理 

 －事故等の報告 

 －当該利用者の介護・医療サービスの向上 

〔他の事業者等への情報提供を伴う利用目的〕 

・当施設が利用者等に提供する介護サービスのうち 

 －利用者に居宅サービスを提供する他の居宅サービス事業者や居宅介護支援事業

所との連携（サービス担当者会議等）、照会への回答 

 －介護保険施設等の他施設・介護事業所等へ転所の際の情報提供 

 －利用者の診療等に当たり外部の医師等の意見・助言を求める場合 

－他の医療機関等との連携や照会への回答 

 －検体検査業務の委託その他の業務委託 

 －家族等への心身の状況説明 

・介護保険事務のうち 

 －保険事務の委託 

 －審査支払機関へのレセプトの提出 

 －審査支払機関又は保険者からの照会への回答 

 －厚生労働省の運営する科学的介護情報システム（LIFEライフ）への情報の提出 

・損害賠償保険などに係る保険会社等への相談又は届出等 

【上記以外の利用目的】 

〔当施設の内部での利用に係る利用目的〕 

・当施設の管理運営業務のうち 

 －医療・介護サービスや業務の維持・改善のための基礎資料 

 －当施設において行われる学生の実習への協力や当施設において行われる事例研究 

〔他の事業者等への情報提供に係る利用目的〕 

・当施設の管理運営業務のうち 

 －外部監査機関への情報提供 

 －当苑発行の機関誌や広報誌、ホームページ等への画像等の情報掲載 

 

‐介護老人保健施設ひばり苑- 


